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(57)【要約】
　本明細書は無線通信システムに関するものであり、特
に無線通信システムにおけるデータ送受信のための不連
続受信方法及びシステムを開示している。本明細書は、
端末が基地局により使われる特定の第１要素搬送波の不
連続受信（ＤＲＸ）を制御するためのパラメータと区別
され、第２要素搬送波の不連続受信（ＤＲＸ）を制御す
るためのパラメータを確認して、上記第１要素搬送波及
び第２要素搬送波に対して不連続受信を通じてデータを
受信する方式を開示する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線通信システムにおけるリレーがデータを転送する方法であって、
　基地局により使われる特定の第１要素搬送波の不連続受信（ＤＲＸ）を制御するための
パラメータと区別される、第２要素搬送波の不連続受信（ＤＲＸ）を制御するためのパラ
メータを生成するステップと、
　前記生成された第２要素搬送波の不連続受信（ＤＲＸ）を制御するためのパラメータを
端末に転送するステップと、
を含むことを特徴とするリレーのデータ転送方法。
【請求項２】
　前記基地局から前記第１要素搬送波の不連続受信（ＤＲＸ）を制御するためのパラメー
タと、前記第２要素搬送波の不連続受信（ＤＲＸ）を制御するためのパラメータのうちの
少なくとも１つを受信して前記端末に転送するステップをさらに含むことを特徴とする請
求項１に記載の、リレーのデータ転送方法。
【請求項３】
　前記不連続受信（ＤＲＸ）を制御するためのパラメータは、
　ＤＲＸ周期、活性化時間（active time）、またはＤＲＸ動作時間（on duration）に対
する情報を含むことを特徴とする請求項１に記載の、リレーのデータ転送方法。
【請求項４】
　前記第２要素搬送波の不連続受信（ＤＲＸ）を制御するためのパラメータを生成するス
テップは、
　前記基地局により使われる前記第１要素搬送波の不連続受信（ＤＲＸ）を制御するため
のパラメータを参照して、前記第２要素搬送波の不連続受信（ＤＲＸ）を制御するための
パラメータを同一に設定するステップをさらに含むことを特徴とする請求項１に記載の、
リレーのデータ転送方法。
【請求項５】
　前記第２要素搬送波の不連続受信（ＤＲＸ）を制御するためのパラメータを生成するス
テップは、
　前記端末のチャネル状態及びリンク性能のうちの少なくとも１つを考慮して、前記第１
要素搬送波のＤＲＸ周期、活性化時間（active time）、またはＤＲＸ動作時間（on dura
tion）を参照して、
　前記第２要素搬送波のＤＲＸ周期を前記第１要素搬送波のＤＲＸ周期と同一に設定した
り、または前記第２要素搬送波のＤＲＸ動作時間（on duration）を前記第１要素搬送波
のＤＲＸ動作時間（on duration）と同一に設定したり、または前記第２要素搬送波のＤ
ＲＸ周期とＤＲＸ動作時間（on duration）を前記第１要素搬送波のＤＲＸ周期とＤＲＸ
動作時間（on duration）と同一に設定するステップをさらに含むことを特徴とする請求
項４に記載の、リレーのデータ転送方法。
【請求項６】
　前記第２要素搬送波の不連続受信（ＤＲＸ）を制御するためのパラメータを生成するス
テップは、
　前記端末のチャネル状態及びリンク性能のうちの少なくとも１つを考慮して、前記第１
要素搬送波のＤＲＸ周期、活性化時間（active time）、またはＤＲＸ動作時間（on dura
tion）を参照して、
　前記第２要素搬送波のＤＲＸ周期とＤＲＸ動作時間（on duration）を前記第１要素搬
送波のＤＲＸ周期とＤＲＸ動作時間（on duration）と各々相異するように設定するステ
ップをさらに含むことを特徴とする請求項５に記載の、リレーのデータ転送方法。
【請求項７】
　無線通信システムにおけるデータを転送する方法であって、
　基地局が特定第１要素搬送波の不連続受信（ＤＲＸ）を制御するための制御情報及びシ
ステム情報のうちの少なくとも１つを生成するステップと、
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　前記基地局が生成された前記第１要素搬送波のＤＲＸを制御するための制御情報及びシ
ステム情報のうちの少なくとも１つを端末に転送するステップと、
　リレーは端末のチャネル状態及びリンク性能のうちの少なくとも１つを考慮して、前記
第１要素搬送波のＤＲＸを制御するための制御情報及びシステム情報のうちの少なくとも
１つと区別される、第２要素搬送波のＤＲＸを制御するための制御情報及びシステム情報
のうちの少なくとも１つを生成するステップと、
　前記リレーは、生成された前記第２要素搬送波のＤＲＸを制御するための制御情報及び
システム情報のうちの少なくとも１つを前記端末に転送するステップと、
を含むことを特徴とする、無線通信システムにおけるデータ転送方法。
【請求項８】
　前記リレーは、前記基地局から前記第１要素搬送波のＤＲＸを制御するための制御情報
及び前記第２要素搬送波のＤＲＸを制御するための制御情報と、前記第１要素搬送波のＤ
ＲＸを制御するためのシステム情報、及び前記第２要素搬送波のＤＲＸを制御するための
システム情報のうちの少なくとも１つの情報を受信するステップをさらに含み、
　前記第２要素搬送波のＤＲＸを制御するための制御情報及びシステム情報のうちの少な
くとも１つを生成するステップは、前記リレーが前記基地局から受信した少なくとも１つ
の情報を用いて前記第２要素搬送波のＤＲＸを制御するための制御情報及びシステム情報
のうちの少なくとも１つを生成するステップであることを特徴とする請求項７に記載の、
無線通信システムにおけるデータ転送方法。
【請求項９】
　前記リレーが端末のチャネル状態及びリンク性能のうちの少なくとも１つを考慮して、
前記第１要素搬送波のＤＲＸを制御するための制御情報及びシステム情報のうちの少なく
とも１つと同一な、第２要素搬送波のＤＲＸを制御するための制御情報及びシステム情報
のうちの少なくとも１つを生成するステップをさらに含むことを特徴とする請求項７に記
載の、無線通信システムにおけるデータ転送方法。
【請求項１０】
　前記ＤＲＸを制御するための制御情報及びシステム情報は、
　ＤＲＸ周期、活性化時間（active time）、または動作時間（on duration）と関連した
情報を含むことを特徴とする請求項７に記載の、無線通信システムにおけるデータ転送方
法。
【請求項１１】
　無線通信システムにおける端末がデータを受信する方法であって、
　基地局から第１要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報及びシステム情報のうちの少なくとも
１つの情報を受信するステップと、
　前記受信された少なくとも１つの情報によって前記第１要素搬送波に対して不連続受信
（ＤＲＸ）動作を遂行するステップと、
　リレーから前記第１要素搬送波と区別される、第２要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報及
びシステム情報のうちの少なくとも１つを受信するステップと、
　前記リレーから受信された少なくとも１つの情報によって、前記第１要素搬送波に対し
て不連続受信（ＤＲＸ）動作と区別されるように前記第２要素搬送波に対して不連続受信
（ＤＲＸ）動作を遂行するステップと、
を含むことを特徴とする、端末のデータ受信方法。
【請求項１２】
　前記ＤＲＸ関連制御情報及びシステム情報は、
　ＤＲＸ周期、活性化時間（active time）、または動作時間（on duration）と関連した
情報を含むことを特徴とする請求項１１に記載の、端末のデータ受信方法。
【請求項１３】
　前記端末は、前記リレーから受信された少なくとも１つの情報によって前記第１要素搬
送波に対して不連続受信（ＤＲＸ）動作と同一であるように前記第２要素搬送波に対して
不連続受信（ＤＲＸ）動作を遂行するステップをさらに含むことを特徴とする請求項１１
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に記載の、端末のデータ受信方法。
【請求項１４】
　前記端末は、前記リレーから受信された少なくとも１つの情報によって前記第２要素搬
送波のＤＲＸ周期が前記第１要素搬送波のＤＲＸ周期と同一であるようにＤＲＸ動作を遂
行したり、または前記第２要素搬送波のＤＲＸ動作時間が前記第１要素搬送波のＤＲＸ動
作時間と同一であるようにＤＲＸ動作を遂行したり、または前記第２要素搬送波のＤＲＸ
周期及びＤＲＸ動作時間が前記第１要素搬送波のＤＲＸ周期及びＤＲＸ動作時間と同一で
あるようにＤＲＸ動作を遂行するステップを含むことを特徴とする請求項１１に記載の、
端末のデータ受信方法。
【請求項１５】
　前記端末は、前記リレーから受信された少なくとも１つの情報によって前記第２要素搬
送波のＤＲＸ周期が前記第１要素搬送波のＤＲＸ周期の倍数になるようにＤＲＸ動作を実
行したり、または前記第２要素搬送波のＤＲＸ動作時間が前記第１要素搬送波のＤＲＸ動
作時間の倍数になるようにＤＲＸ動作を実行したり、または前記第２要素搬送波のＤＲＸ
周期及びＤＲＸ動作時間が前記第１要素搬送波のＤＲＸ周期及びＤＲＸ動作時間の倍数に
なるようにＤＲＸ動作を実行するステップを含むことを特徴とする請求項１４に記載の、
端末のデータ受信方法。
【請求項１６】
　前記端末は、前記リレーから受信された少なくとも１つの情報によって前記第２要素搬
送波のＤＲＸ周期及びＤＲＸ動作時間が前記第１要素搬送波のＤＲＸ周期及びＤＲＸ動作
時間と独立するようにＤＲＸ動作を遂行するステップを含むことを特徴とする請求項１５
に記載の、端末のデータ受信方法。
【請求項１７】
　基地局から第１要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報またはシステム情報を受信するステッ
プと、
　前記基地局から受信した情報を用いて第１要素搬送波でのＤＲＸ周期及び動作時間を設
定するステップと、
　リレーから前記第２要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報またはシステム情報を受信するス
テップと、
　前記第１要素搬送波でのＤＲＸ周期及び動作時間と、前記受信した情報を用いて、第２
要素搬送波でのＤＲＸ周期及び動作時間を調節するステップと、
　前記第１要素搬送波と前記第２要素搬送波のＤＲＸ周期及び動作時間が一致するか否か
を判断して、第１要素搬送波及び第２要素搬送波のＤＲＸを制御するステップと、
を含むことを特徴とする、端末のデータ受信方法。
【請求項１８】
　前記第１要素搬送波でのＤＲＸ周期及び動作時間と前記第２要素搬送波でのＤＲＸ周期
及び動作時間が一致することを特徴とする請求項１７に記載の、端末のデータ受信方法。
【請求項１９】
　前記第２要素搬送波の性能が前記第１要素搬送波より劣化し、あるいは、前記第２要素
搬送波を通じて送受信するデータが存在する場合、前記第２要素搬送波の動作時間は、前
記第１要素搬送波の動作時間より長いことを特徴とする請求項１７に記載の、端末のデー
タ受信方法。
【請求項２０】
　前記第２要素搬送波で送受信が必要なデータが発生し、あるいは、性能が劣化する場合
、前記第２要素搬送波のＤＲＸ周期は、前記第１要素搬送波のＤＲＸ周期より短いことを
特徴とする請求項１７に記載の、端末のデータ受信方法。
【請求項２１】
　前記リレーから受信した前記第２要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報またはシステム情報
は、前記基地局から受信した前記第１要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報またはシステム情
報を用いて前記リレーにより生成されることを特徴とする請求項１７に記載の、端末のデ
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ータ受信方法。
【請求項２２】
　前記リレーから受信した前記第２要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報またはシステム情報
は、前記リレーと前記端末のリンク性能及びチャネル状態のうちの少なくとも１つを用い
て前記リレーにより生成されることを特徴とする請求項１７に記載の、端末のデータ受信
方法。
【請求項２３】
　第１要素搬送波及び第２要素搬送波に対してＤＲＸモードを制御するユーザ端末であっ
て、
　基地局から第１要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報またはシステム情報を受信し、前記基
地局から受信した情報を用いて第１要素搬送波でのＤＲＸ周期及び動作時間を設定し、リ
レーから前記第２要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報またはシステム情報を受信して前記第
１要素搬送波でのＤＲＸ周期及び動作時間と、前記受信した情報を用いて、第２要素搬送
波でのＤＲＸ周期及び動作時間を調節するＤＲＸ設定部と、
　前記第１要素搬送波と前記第２要素搬送波のＤＲＸ周期及び動作時間が一致するか否か
を判断して、第１要素搬送波及び第２要素搬送波のＤＲＸを制御するＤＲＸ制御部と、
を含むことを特徴とする、ＤＲＸモードを制御するユーザ端末。
【請求項２４】
　前記ＤＲＸ設定部は、前記リレーから受信された少なくとも１つの情報によって前記第
２要素搬送波のＤＲＸ周期が前記第１要素搬送波のＤＲＸ周期の倍数になるように調節し
、または前記第２要素搬送波のＤＲＸ動作時間が前記第１要素搬送波のＤＲＸ動作時間の
倍数になるように調節し、または前記第２要素搬送波のＤＲＸ周期及びＤＲＸ動作時間が
前記第１要素搬送波のＤＲＸ周期及びＤＲＸ動作時間の倍数になるように調節することを
特徴とする請求項２３に記載の、ＤＲＸモードを制御するユーザ端末。
【請求項２５】
　前記ＤＲＸ設定部は、前記リレーから受信された少なくとも１つの情報によって前記第
２要素搬送波のＤＲＸ周期及びＤＲＸ動作時間が前記第１要素搬送波のＤＲＸ周期及びＤ
ＲＸ動作時間と独立するように調節することを特徴とする請求項２３に記載の、ＤＲＸモ
ードを制御するユーザ端末。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書は無線通信システムに関し、特に無線通信システムにおけるデータ送受信のた
めの不連続受信方法及びシステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　通信システムが発展するにしたがい、事業体及び個人などの消費者は非常に様々な無線
端末機を使用するようになってきた。
【０００３】
　したがって、通信サービス事業者は無線端末機に対する新たな通信サービス市場を創出
し、信頼性があり、かつ低廉なサービスを提供して既存の通信サービス市場を拡大させよ
うとする試みが続けられている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本明細書は、無線通信システムにおけるデータ送受信のための不連続（ＤＲＸ）受信方
法及びシステムに関し開示をする。
【０００５】
　また、本明細書は、無線通信システムにおいて、少なくとも１つ以上の要素搬送波に対
し、ＤＲＸ動作を実行する方法及びシステムを開示する。
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【０００６】
　また、本明細書は、無線通信システムで、基地局とリレーが２つ以上の要素搬送波に対
するＤＲＸパラメータを端末に転送する方法及びシステムを開示する。
【０００７】
　また、本明細書は、無線通信システムにおいて、基地局により使われる特定の第１要素
搬送波の不連続受信（ＤＲＸ）を制御するためのパラメータと区別され、第２要素搬送波
の不連続受信（ＤＲＸ）を制御するためのパラメータを用いて不連続受信を通じてデータ
を送信／受信する方法及びシステムを開示する。
【０００８】
　また、本明細書は、無線通信システムにおいて、少なくとも１つ以上の要素搬送波に対
し、ＤＲＸ動作を実行するための周期及び動作時間を適応的に制御する方法及びシステム
を開示する。
【０００９】
　また、本明細書は無線通信システムで、少なくとも１つ以上の要素搬送波に対するＤＲ
Ｘ周期及び動作時間を同一に設定する方法及びシステムを開示する。
【００１０】
　また、本明細書は、無線通信システムにおいて、少なくとも１つ以上の要素搬送波に対
し、各要素搬送波のＤＲＸ周期及び動作時間を独立的に設定する方法及びシステムを開示
する。
【００１１】
　また、本明細書は、無線通信システムにおいて、１つの要素搬送波のＤＲＸ周期、活性
化時間、または動作時間のうち、少なくとも１つの情報が他の要素搬送波のＤＲＸ周期、
活性化時間、または動作時間に対して倍数になるように設定する方法及びシステムを開示
する。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　前述した課題を達成するために、本発明の一態様によれば、端末のチャネル状態または
リンク性能を考慮して、基地局の転送に使われる特定の第１要素搬送波と区別され、他の
第２要素搬送波の制御情報、またはシステム情報のうち、少なくとも１つを生成するステ
ップと、生成された第２要素搬送波の制御情報またはシステム情報のうち、少なくとも１
つを端末に転送するステップを含むリレーの情報転送方法を提供する。
【００１３】
　本発明の他の態様によれば、基地局は特定の第１要素搬送波の制御情報またはシステム
情報のうち、少なくとも１つを生成するステップと、基地局は生成された第１要素搬送波
の制御情報またはシステム情報のうち、少なくとも１つを端末に転送するステップと、リ
レーは端末のチャネル状態またはリンク性能を考慮して、第１要素搬送波と区別される、
他の第２要素搬送波の制御情報またはシステム情報のうち、少なくとも１つを生成するス
テップと、リレーは生成された第２要素搬送波の制御情報またはシステム情報のうち、少
なくとも１つを端末に転送するステップを含む無線通信システムにおける情報転送方法を
提供する。
【００１４】
　本発明の更に他の態様によれば、基地局から受信した第１要素搬送波のＤＲＸ（Discon
tinuous Reception）関連制御情報、またはシステム情報のうちの少なくとも１つによっ
て第１要素搬送波のＤＲＸを制御するステップと、リレーから第１要素搬送波と区別され
る、第２要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報、またはシステム情報のうちの少なくとも１つ
を受信するステップと、基地局から受信した第１要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報、また
はシステム情報のうちの少なくとも１つによって第１要素搬送波のＤＲＸを制御するステ
ップとを含む端末のデータ受信方法を提供する。
【００１５】
　本発明の更に他の態様によれば、基地局から第１要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報また
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はシステム情報を受信するステップ、上記基地局から受信した情報を用いて第１要素搬送
波でのＤＲＸ周期及び動作時間を設定するステップ、リレーから上記第２要素搬送波のＤ
ＲＸ関連制御情報またはシステム情報を受信するステップ、上記第１要素搬送波でのＤＲ
Ｘ周期及び動作時間と、上記ステップＳ１４３０で受信した情報を用いて、第２要素搬送
波でのＤＲＸ周期及び動作時間を調節するステップ、及び上記第１要素搬送波と上記第２
要素搬送波のＤＲＸ周期及び動作時間が一致するか否かを判断して、第１要素搬送波及び
第２要素搬送波のＤＲＸを制御するステップを含む。
【００１６】
　本発明の更に他の態様によれば、第１要素搬送波及び第２要素搬送波に対してＤＲＸモ
ードを制御するユーザ端末において、基地局から第１要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報ま
たはシステム情報を受信し、上記基地局から受信した情報を用いて第１要素搬送波でのＤ
ＲＸ周期及び動作時間を設定し、リレーから上記第２要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報ま
たはシステム情報を受信して上記第１要素搬送波でのＤＲＸ周期及び動作時間と、上記受
信した情報を用いて、第２要素搬送波でのＤＲＸ周期及び動作時間を調節するＤＲＸ設定
部、及び上記第１要素搬送波と上記第２要素搬送波のＤＲＸ周期及び動作時間が一致する
か否かを判断して、第１要素搬送波及び第２要素搬送波のＤＲＸを制御する。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、無線通信システムにおけるデータ送受信のための不連続受信方法及び
システムが得られる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の実施形態が適用される無線通信システムを示すブロック図である。
【図２】図１に例示する端末の状態を示している。
【図３】ページングするための基本的なＤＲＸ構造である。
【図４】リレーネットワークの一例の構成図である。
【図５】リレー（Relay）システムを考慮したデータ転送構造を示す図である。
【図６】要素搬送波別のＤＲＸ構造図である。
【図７】要素搬送波を使用したリレー（Relay）システムを考慮したデータ転送構造を示
す図である。
【図８】無線通信システムにおけるリレーを考慮した要素搬送波関連情報転送の流れ図で
ある。
【図９】待機モードで端末がリレーから第２要素搬送波のＤＲＸ関連情報を受信してＤＲ
Ｘ周期及びOn duration区間を調節する図である。
【図１０】待機モードで端末がリレーから第２要素搬送波のＤＲＸ関連情報を受信してＤ
ＲＸ周期及びOn duration区間を調節する図である。
【図１１】待機モードで端末がリレーから第２要素搬送波のＤＲＸ関連情報を受信してＤ
ＲＸ周期及びOn duration区間を調節する図である。
【図１２】接続モードで端末がリレーから第２要素搬送波のＤＲＸ関連情報を受信してＤ
ＲＸ周期及びOn duration区間を調節する図である。
【図１３】接続モードで端末がリレーから第２要素搬送波のＤＲＸ関連情報を受信してＤ
ＲＸ周期及びOn duration区間を調節する図である。
【図１４】本明細書の一実施形態による端末において、ＤＲＸを制御する過程を示す図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明の一部の実施形態を添付した図面を参照しつつ詳細に説明する。各図面の
構成要素に参照符号を付加するに当たって、同一な構成要素に対してはたとえ他の図面上
に表示されても、できる限り同一な符号を有するようにしていることに留意しなければな
らない。また、本発明を説明するに当たって、関連した公知構成または機能に対する具体
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的な説明が本発明の要旨を曖昧にしないものと判断される場合にはその詳細な説明は省略
する。
【００２０】
　また、本発明の構成要素を説明するに当たって、第１、第２、Ａ、Ｂ、（ａ）、（ｂ）
などの用語を使用することができる。このような用語はその構成要素を他の構成要素と区
別するためのものであり、その用語によっては当該構成要素の本質、順番または順序など
は限定されない。どの構成要素が他の構成要素に“連結”、“結合”、または“接続”さ
れると記載された場合、その構成要素はその他の構成要素に直接的に連結、または接続で
き、各構成要素の間に更に他の構成要素が“連結”、“結合”、または“接続”されるこ
ともできると理解されるべきである。
【００２１】
　図１は、本発明の実施形態が適用される無線通信システムを示すブロック図である。
【００２２】
　無線通信システムは、音声、パケットデータなどの様々な通信サービスを提供するため
に広く配置される。
【００２３】
　図１を参照すると、無線通信システムは、端末１０（User Equipment；ＵＥ）及び基地
局２０（Base Station；ＢＳ）を含む。端末１０と基地局２０は、以下に説明する様々な
情報転送方法及び電力制御方法を使用する。
【００２４】
　本明細書での端末１０は、無線通信におけるユーザ端末を意味する包括的な概念であっ
て、ＷＣＤＭＡ、ＬＴＥ、及びＨＳＰＡなどにおけるＵＥ（User Equipment）は勿論、Ｇ
ＳＭ（登録商標）でのＭＳ（Mobile Station）、ＵＴ（User Terminal）、ＳＳ（Subscri
ber Station）、無線機器（wireless device）などを全て含む概念として解釈されるべき
である。
【００２５】
　基地局２０またはセル（cell）は、一般的に端末１０と通信する固定された地点（fixe
d station）をいい、ノードＢ（Node-B）、ｅＮＢ（evolved Node B）、ＢＴＳ（Base Tr
ansceiver System）、アクセスポイント（Access Point）等、他の用語として呼ぶことも
できる。
【００２６】
　即ち、本明細書で基地局２０またはセル（cell）は、ＣＤＭＡでのＢＳＣ（Base Stati
on Controller）、ＷＣＤＭＡのＮｏｄｅＢなどがカバーする一部の領域を表す包括的な
意味として解釈されるべきであり、メガセル、マクロセル、マイクロセル、ピコセル、フ
ェムトセル等、様々なカバレッジ領域を全て包括する意味である。
【００２７】
　本明細書において、端末１０と基地局２０は本明細書で記述される技術または技術的事
象の実現に使われる２つ送受信主体で、包括的な意味として使われて、特定の用語または
単語により限定されない。
【００２８】
　無線通信システムに適用される多重接続技法については、限定がされない。ＣＤＭＡ（
Code Division Multiple Access）、ＴＤＭＡ（Time Division Multiple Access）、ＦＤ
ＭＡ（Frequency Division Multiple Access）、ＯＦＤＭＡ（Orthogonal Frequency Div
ision Multiple Access）、ＯＦＤＭ－ＦＤＭＡ、ＯＦＤＭ－ＴＤＭＡ、ＯＦＤＭ－ＣＤ
ＭＡなどの様々な多重接続技法を使用することができる。
【００２９】
　アップリンク転送及びダウンリンク転送としては、互いに異なる時間を使用して転送が
されるＴＤＤ（Time Division Duplex）方式を使用することができ、または、互いに異な
る周波数を使用して転送がされるＦＤＤ（Frequency Division Duplex）方式を使用する
ことができる。
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【００３０】
　本発明の一実施形態は、ＧＳＭ（登録商標）、ＷＣＤＭＡ、ＨＳＰＡを経てＬＴＥ（Lo
ng Term Evolution）及びLTE-advancedに進化する非同期無線通信と、ＣＤＭＡ、ＣＤＭ
Ａ－２０００、及びＵＭＢに進化する同期式無線通信分野などにおける資源の割当に適用
できる。本発明は、特定の無線通信分野に限定または制限されて解釈されてはならず、本
発明の事象が適用できる全ての技術分野を含むものと解釈されるべきである。
【００３１】
　図２は、本発明が適用される端末の状態を示している。
【００３２】
　図２を参照すると、端末１０は、接続モード（connected mode）１００と待機モード（
idle mode）１１０のように、２つのモードで動作できる。
【００３３】
　接続モード１００は、端末１０の活性化された状態である。この状態１００においては
、端末１０はネットワークの内に特定基地局２０に接続されている。端末１０とネットワ
ークとの間のシグナリングを目的として使われるために、端末１０の識別情報（identity
；ＩＤ）だけでなく、１つ以上のＩＰアドレスが端末１０に割り当てられる。接続モード
１００において、アップリンクはネットワークと同期化され、または、同期化されないこ
ともある。
【００３４】
　アップリンクの同期化の獲得及び維持をするために、基地局２０または基地局２０の受
信装置（receiver）は、各々活性化された端末１０から転送の到着時間を測定し、ダウン
リンクに時間較正コマンド（timing-corrected command）を送ることができる。アップリ
ンクが同期化される間、ダウンリンクに対するユーザデータの転送とLayer1（物理階層）
／Layer2（ＭＡＣまたはＲＲＣ、ＲＬＣ、ＰＤＣＰ階層等）における制御シグナリングと
が可能である。
【００３５】
　アップリンクの転送が、与えられた時間ウィンドウの内に起こらない場合には、時間割
当が可能ではなく、アップリンクが非同期であることを宣言する。この場合、端末はアッ
プリンクの同期化を再開するために、ランダムアクセス過程（random access procedure
）を実行しなければならない。
【００３６】
　一方、待機モード１１０においては、端末１０はバッテリー消耗を減らすために大部分
の時間停止し、低い活性化状態（low activity）にある。待機モード１１０の場合、アッ
プリンクの同期化が維持されず、したがって、生起可能な唯一のアップリンクの転送活動
は、接続モード１００に移動するためのランダムアクセス（random access）である。
【００３７】
　一方、ダウンリンクにおいて、端末１０は流入するインカーミングコール（incoming c
all）に対してページングされるため、周期的に動作することができる。端末１０は、必
要な時、接続モード１００に速かに移動できるように、自身のＩＰアドレスや他の内部情
報（internal information）を維持する。
【００３８】
　図３は、本発明が適用されるＤＲＸに対する概念を説明した構造である。
【００３９】
　まず、ページング（paging）は、接続の設定（connected setup）のために使用できる
。効果的なページング過程とは、端末１０が大部分の時間停止しており、ネットワークか
らページング情報をモニターリングするために与えられた時間の間のみ、動作するもので
ある。ページング情報が転送されることを端末１０に知らせるために、別途のチャネル、
例えばページング指示チャネル（paging indicator channel）を使用することもでき、普
通のダウンリンクデータの転送と同一の動作を用いることができる。
【００４０】
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　このとき、端末１０はダウンリンクスケジューリングの割当のためのＬ１／Ｌ２制御シ
グナリングをモニターリングすることができる。後者の場合、端末１０が大部分の時間停
止しており、Ｌ１／Ｌ２制御シグナリングをモニターリングするために、単に短時間の動
作をすることができるようにＤＲＸ動作（Discontinuous Reception mechanism）が使わ
れる。
【００４１】
　端末１０は、動作時、ページングに使われるグループＩＤ（group identity）を検索す
ることにより、ページングチャネル（Paging channel）の上に転送された相応するダウン
リンクページングメッセージを加工することができる。ページングメッセージがページン
グされた端末ＩＤを含み、自身のＩＤを発見できなかった端末１０は受信した情報を無視
し、ＤＲＸ周期（DRX cycle）において停止する。
【００４２】
　ＤＲＸに対する基本動作は、設定されたＤＲＸ周期により動作し、ＤＲＸ周期が設定さ
れれば、端末１０はＤＲＸ周期毎に１つのサブフレームに対してダウンリンク制御シグナ
リングをモニターリングし、残りのサブフレームに対して受信装置または受信回路をＯＦ
Ｆし、待機状態で動作する。上記ＤＲＸ周期が長くなるほど、端末の電力消耗が小さくな
る。
【００４３】
　１つのサブフレームに転送バッファーの全てのデータを転送することは不可能であるの
で、追加的なサブフレームが必要である。したがって、端末１０は、設定可能な時間の間
、活性化状態を維持する。活性化タイマーを開始し、タイマーが終了するまで動作してい
る。一定の周期の間、端末が動作している長いＤＲＸ周期（long DRX cycle）は大部分の
通信サービスを提供することには、充分である。
【００４４】
　しかしながら、ＶｏＩＰのような一部のサービスは正常な転送周期に引き続き非活動、
またはほぼ非活動の周期が続くことと特徴付けられる。このようなサービスを扱うために
、２番目の短いＤＲＸ周期（short DRX cycle）は、長いＤＲＸ周期と共に選択的に使わ
れる。普通、端末は長いＤＲＸ周期を従う。しかしながら、最近においてスケジューリン
グされた場合、一定期間の間短いＤＲＸ周期を従う。
【００４５】
　もう一度説明すれば、ＤＲＸは端末１０のバッテリー電力を節約する方法のうちの１つ
として、各端末１０が周期的に動作する周期的なＤＲＸ周期を割り当てる。ＤＲＸ周期の
間には端末１０の受信モデムを動作させ、ネットワークから転送される情報を受信するこ
とができ、その以外の区間には受信機を消えて電力節約モード（power saving mode）で
動作する。
【００４６】
　ＤＲＸ周期を含んだ多様なＤＲＸパラメータはネットワーク、例えば基地局またはリレ
ーにより決まる。初めの端末１０がネットワークに登録する時、端末１０に割り当てられ
ることができ、必要な時、動作中にＤＲＸパラメータを変更することができる。
【００４７】
　上記ＤＲＸパラメータは、大きな非活性の周期によってDRX On-Duration（端末が決ま
った時間に信号を受信するためにモデムを動作させる区間）が周期的に反復する区間であ
るＤＲＸ周期（ＤＲＸ Cycle）と、端末１０が動作している時間の総量を表す活性化タイ
ム（Active time）のように、２つのパラメータなどを含むことができる。
【００４８】
　これに基づいて、無線通信システム、例えばＬＴＥシステムで使用する細部的なＤＲＸ
パラメータの例は、次の通りである。
【００４９】
　On-Duration Timer（onDurationTimer）：ＤＲＸ周期の間のOn-Durationを表すタイマ
ー。
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　Inactivity Timer（drx-InactivityTimer）：On-Duration区間が終了されてもデータが
転送されるある区間の間端末１０が動作しているようにするタイマー。
【００５０】
　SR-pending Timer：端末１０のスケジューリング要求は基地局からＵＬグラント（UL g
rant）が受信されるまで係留される。したがって、端末１０はＵＬグラント（UL grant）
情報が入っているＰＤＣＣＨ（Physical Control Format Indicator Channel）が転送で
きる区間をSR-pending timerパラメータとして予め受けて、該当区間の間にＰＤＣＣＨを
モニターリングする。ＰＤＣＣＨは、主にスケジューリング決定のようなダウンリンク制
御情報を転送するために使われる。
【００５１】
　UL retransmission Timer：再転送に対するＵＬグラント（UL grant）の情報を受信す
るためにＰＤＣＣＨモニターリング区間を表すタイマー。
【００５２】
　DL retransmission Timer：ダウンリンクの全てのＨＡＲＱ過程（８個の再転送タイマ
ー）に対する再転送区間を表すタイマー。
【００５３】
　Short cycle timer：短いＤＲＸ周期が構成される時に使用するタイマーで、新たな短
いＤＲＸ周期が始まる前に制御情報及びシステム情報が転送される最小単位時間の倍数と
して定義される。一例に、ＴＴＩ（Transmit Time Interval）の個数として定義されるこ
ともできる。
【００５４】
　一方、キャリア集合体（carrier aggregation）を、より広い帯域を支援するための無
線通信において使用できる。即ち、基地局またはセル２０は、アップリンクとダウンリン
クで転送／受信帯域を以前より拡張するために、多数の要素搬送波（multiple component
 carriers）を使用することができる。このとき、全ての要素搬送波は１つの帯域または
キャリアのみを使用するものと互換可能に設定することができる。１つの要素搬送波は、
キャリア集合体を使用する以前の１つの無線通信帯域を意味することと考えることができ
る。
【００５５】
　一方、リレー（relaying）は、高速データ、グループ移動性、臨時的ネットワーク使用
、セルエッジ処理率を向上させ、新たな領域に対するカバレッジを提供するために考慮す
ることができる。
【００５６】
　図４は、本発明の一例で、リレーを含むネットワークの構成図である。
【００５７】
　図４を参照すると、リレーネットワークまたはリレーを考慮した網構造（network arch
itecture）は、端末１０とコア網に接続された基地局２０との間にリレーまたはリレーノ
ード３０を有する。このとき、Ｕｎはリレー３０と基地局２０との間に定義される無線イ
ンターフェース（Interface）を意味し、Ｕｕは端末１０とリレー３０との間に定義され
る無線インターフェース（Interface）を意味する。
【００５８】
　このとき、２つタイプのリレーを考えることができる。
【００５９】
　タイプＩのリレーにおいて、リレー３０は自身の物理セルＩＤを有することができ、自
身の同期チャネルと基準シンボル、または基準信号を転送することができる。タイプＩの
リレーにおいて、ドナーセル（donor cell）とリレーとの間に自己バックホーリング（wi
reless self backhauling）がある。リレー３０は、端末１０にドナーセルと区別される
独立したセルとして見せることができる。単一セル動作で端末１０はタイプＩのリレーか
ら直接スケジューリング情報とＨＡＲＱフィードバックを受けて、タイプＩのリレーに自
身の制御チャネル（ＳＲ／ＣＱＩ／ＡＣＫ）を送る。
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【００６０】
　一方、タイプＩＩのリレーで、リレー３０は分離されたセルＩＰを持たず、いかなる新
たなセルを生成できない。タイプＩＩのリレーで、リレー３０は端末１０からリレーした
り、リレーを受けたりすることができる。少なくとも端末１０は、タイプＩＩのリレーの
存在を知らないことがある。
【００６１】
　一方、図１及び図４を参照して説明した無線通信システムは、端末１０と基地局、リレ
ー３０を必ず含むものではなく、相対的に含んで構成される。
【００６２】
　例えば、リレー３０が基地局の役割をすることもでき、端末１０のうちの一部がリレー
３０の役割をすることもできる。本明細書において、リレーは本明細書で記述される技術
または技術的事象を実現することに使われる主体で、包括的な意味として使われ、特定に
称される用語または単語により限定されない。
【００６３】
　一方、以下、本明細書は無線通信システムにおける端末１０のサービス要求事項によっ
てさらに、要素搬送波（Component Carrier）を必要とする場合、追加の要素搬送波を端
末１０に割り当てて、基地局２０はリレー３０を用いて端末１０に伝達しようとするデー
タの転送方法を開示しようとする。
【００６４】
　概略的に、上記の追加の要素搬送波に対するＤＲＸ（discontinuous reception）関連
情報を基地局２０から伝送を受けてリレー３０を制御したり、基地局２０から伝送された
ＤＲＸ関連情報と様々なシステムパラメータを全て考慮してリレー３０で主体的に判断し
て制御したり、リレー３０で独自的に制御することができ、このために、端末１０に必要
なシステム情報または制御情報をリレー３０で生成して端末１０に転送する方法、このよ
うな方式によりリレー３０を運用する方法、及びその方法を実行する無線通信システムを
提供する。ここで、システム情報とは、無線通信システムの情報のうち、端末が認知すべ
き情報として定義される。また、制御情報とは、無線通信システムで端末または基地局な
ど、無線通信システムの構成要素をしてアルゴリズム上、または状態に対する変化を要求
または支援するために必要な情報として定義される。
【００６５】
　図５は、本発明の一実施形態に従うリレー（Relay）システムを考慮したデータ転送構
造である。
【００６６】
　図５を参照すると、待機モード（idle mode）で、端末１０は基地局２０から制御情報
が受信される地域に位置して１番のリンク（点線で表記）を通じて該当セルにキャンプオ
ン（camp on）する。ここで、キャンプオンするということは、端末１０が基地局２０と
同期を形成し、基地局との通信のための基本制御情報をＰＢＣＨ（Physical Broadcast c
hannel）のようなＭＩＢ（Master Information Block）、ＰＤＳＣＨ（Physical Downlin
k Shared Channel）のようなＳＩＢ（System Information Block）を受信する過程を通じ
て特定周波数帯域で通信が可能な状態になることを意味する。
【００６７】
　しかしながら、接続モードまたは送受信モード（connected mode）の場合、端末１０は
データ転送範囲には含まれないので、またはサービス要求事項を満たさないので、１番の
リンク（点線表記）を通じて通信できないので、２番のリンク（直線表記）を通じてデー
タを送受信する方式により通信することができる。この際、端末１０に転送されるシステ
ム情報は、基地局２０が設定してリレー３０を通じて転送する。
【００６８】
　例えば、システム情報のうちの１つであるＤＲＸのための関連情報は基地局２０で管理
し、リレー３０を通じて伝達する方式により運用される。
【００６９】
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　図６は、本発明の他の実施形態に従う要素搬送波（Component Carrier）別のＤＲＸ構
造図である。
【００７０】
　図６を参照すると、LTE-Advancedのような次世代の通信システムで考慮している多数個
の要素搬送波を使用する場合のＤＲＸ方式の運用例である。図６に図示した実施形態は、
基地局２０で各要素搬送波別に独立的なＤＲＸ方式により運用することを示すものである
。
【００７１】
　１つの周波数帯域のみ使用していた無線通信システムで運用される場合には問題が発生
しないが、LTE-Advancedのような次世代の通信システムでは不連続的であり、転送範囲が
各々相異する多数個の要素搬送波を結合して１つのシステムで運営する方式を採択してい
る。各要素搬送波は、独立的なＬＴＥ通信システムのような形態に運営され、各要素搬送
波毎に独立的なＤＲＸ運用が可能である。この方式では、ＤＲＸの基本目標である電力節
約（power saving）の効果を殆ど得ることはできない。
【００７２】
　一方、同じ端末１０に割り当てられた多数個の要素搬送波のうち、リレー３０を用いて
転送する要素搬送波が存在する場合（各要素搬送波毎にサービス範囲及び干渉環境が互い
に異なることがあるので）には、リレー３０で転送する要素搬送波と基地局２０で転送す
る要素搬送波を通じて伝えられるデータのタイミングを基地局２０で意図の通り転送する
ことが困難である。
【００７３】
　なぜならば、基地局２０とリレー３０との間の通信も無線通信であり、基地局２０が端
末１０に無線資源を割り当てて運営することと同様に、転送データの誤りなど、様々な状
況が発生することができる。したがって、ＤＲＸの電力節約の目的を達成するためには、
基地局の役割だけでなく、リレー３０の役割を追加で考慮してこれを解決すべきである。
【００７４】
　一般的な無線通信システムは、資源効率的な通信サービスのために、全体サービス地域
を、各基地局サービス可能地域を基準に、空間的に区分し、区分された地域で同じ時間／
周波数資源を再使用する。この無線通信システムは、サービス地域内の移動通信サービス
が円滑でない陰影地域に対するサービス支援及び設置費用を最小化しながらサービス地域
を拡張するために中継機またはリレー３０を使用することができる。
【００７５】
　特に、LTE-Advancedのような次世代の通信システムでは、不特定位置の端末１０が要求
するサービスを効率的に支援するために単純に信号を増幅して伝達してくれる中継機の代
わりに、リレー３０を用いて信号を復調して解釈し、また変調して転送する方式を使用す
ることによって、伝達しようとする信号の信頼度を高める方案と、基地局でないリレー３
０でLayer3（Ｕｕ区間にｅＮＢと同一なRadio Protocol使用）までの機能を定義すること
によって、基地局と別途の資源制御もすることができるようにする方案などが活発に論議
されている。
【００７６】
　したがって、本明細書では、無線通信システムで端末１０のサービス要求事項によって
追加の要素搬送波が必要な場合、追加の要素搬送波を端末１０に割り当てて、基地局２０
はリレー３０を用いて端末１０に伝達しようとするデータを転送するに当たって、追加の
要素搬送波に対するＤＲＸ方式をリレー３０で制御するために、端末１０に必要なシステ
ム情報と基地局２０から伝達を受けたデータをリレーから端末１０に転送するために、追
加の要素搬送波に対する制御情報及びシステム情報を基地局２０とリレー３０との間の相
互情報を共有する方式である協調通信（cooperative communication）、または基地局の
認知無しでリレーにより基地局の情報を受信する方式であるコグニティブ通信（cognitiv
e communication）を基盤にしたリレー３０のＤＲＸ方式により効率的な電力節約を実現
しようとする。この際、ＤＲＸ方式が使われるモードは、待機モード（RRC_idle mode）
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、接続モード（RRC_connected mode）を含む。
【００７７】
　基地局２０とリレー３０との間の基本的な仮定事項（condition）は、リレー３０が網
に最初に接続して自律的設定（self configuration）を進行する時に相互情報を交換して
設定するということである。上記条件の例として、リレー３０は緊急通信など、最優先順
位のデータの処理とリレー運用安定性を害する場合を除いては、基地局２０の転送アルゴ
リズムを従う。
【００７８】
　１．リレー３０は基地局２０からリレー３０の転送アルゴリズムを具現するためのパラ
メータの伝送を受ける。
　２．もし、基地局２０から特定アルゴリズムに対する制御情報がない場合には、該当ア
ルゴリズムに対する最終結果はリレー３０で決定する。
【００７９】
　前述した条件に基づいて協調通信またはコグニティブ通信方式を用いて基地局２０とリ
レー３０との間の情報を交換する。基地局２０とリレー３０との間の情報交換時に、既に
定義された通信規約に従うこともでき、基地局２０とリレー３０との間の情報交換のみの
ための新たな通信規約を定義し、これに従うこともできる。
【００８０】
　図７は、本発明によって要素搬送波を使用したリレー（Relay）システムを考慮したデ
ータ転送構造である。図７は、無線通信システム、例えばLTE-Advancedシステムで発生で
きる環境の１つ例で、リレーを運用する方法について概念的に表現したものである。
【００８１】
　図７を参照すると、端末１０は待機モード（RRC_idle mode）で該当セルにキャンプオ
ン（camp on）し、接続モード（RRC_connected mode）で該当セルに資源割当を要請して
１番の要素搬送波に資源の割当を受けて１番のリンクを通じて通信することができる。し
かしながら、端末１０で追加的な資源割当要請が発生して第１要素搬送波（ＣＣ１）に対
する資源が足りなくなって、第２要素搬送波に対する資源を割り当てなければならない状
況が発生するようになったと仮定する。または、現在使用する要素搬送波（Component Ca
rrier）チャネル状況がよくない状況が発生して、第２要素搬送波（ＣＣ２）に対する資
源を割り当てなければならない状況が発生するようになったと仮定する。
【００８２】
　このとき、図７のように、基地局２０で１番のリンクを通じて第２要素搬送波（ＣＣ２
）の資源を用いて端末１０にデータを転送することより２番のリンクを通じて情報を転送
することがより効率的であると基地局２０とリレー３０の協調通信またはコグニティブ通
信により判断するようになる。したがって、第２要素搬送波（ＣＣ２）に対するデータ転
送は、２番のリンクを通じて転送される。
【００８３】
　この場合、要素搬送波毎に互いに異なるシステム特性を有するようになるので、リレー
３０を通じて転送される第２要素搬送波（ＣＣ２）に対するＤＲＸと関連した制御情報ま
たはシステム情報は、２番リンクのうち、基地局２０とリレー３０との間の経路を通じて
基地局２０とリレー３０との間の協調通信またはコグニティブ通信方式によりＤＲＸ関連
情報（第２要素搬送波関連ＤＲＸ制御情報または第１要素搬送波関連ＤＲＸ情報）が転送
され、これに基づいてリレー３０は第２要素搬送波を通じてサービスされるデータのＱｏ
Ｓ、リレー３０と端末１０との間のリンク性能などを追加で考慮してリレー３０と端末１
０との間の最終ＤＲＸ関連情報を生成して２番のリンクのうち、端末１０とリレー３０と
の間の経路または３番のブロードキャスティング（broadcasting）経路を通じて転送する
。
【００８４】
　言い換えると、リレー３０は動作する周期を含んだ多様なＤＲＸ関連情報を生成し、初
めの端末１０がネットワークに登録される時、端末１０に割り当てられることができ、必
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要時、動作中にＤＲＸパラメータを変更することができる。
【００８５】
　このとき、変更することができるＤＲＸパラメータは、例えば、上記On-Duration Time
r（onDurationTimer）、Inactivity Timer（drx-InactivityTimer）、SR-pending Timer
、UL retransmission Timer、DL retransmission Timer、Short cycle timerなどであり
うる。
【００８６】
　図８は、本発明に従う無線通信システムにおけるリレーを考慮した要素搬送波関連情報
の転送のシーケンス図である。
【００８７】
　図８を参照すると、基地局２０は、端末１０に第１要素搬送波（ＣＣ１）を通じてパケ
ットを転送する（Ｓ１０）。端末１０は、待機モードで該当セルにキャンプオン（camp o
n）し、接続モード（RRC_connected モード）で該当セルに資源割当を要請して第１要素
搬送波（ＣＣ１）に資源の割当を受けて基地局２０と端末１０との間のリンク（図７の１
番のリンク）を通じて基地局２０と通信することができる。Ｓ１０で、端末１０は基地局
２０から第１要素搬送波（ＣＣ１）を通じてパケットの転送を受けるようになる。
【００８８】
　一方、第１要素搬送波に対する資源が足りないとか、現在使用する要素搬送波（Compon
ent Carrier）のチャネル状況がよくない状況が発生する場合、基地局２０は追加的な要
素搬送波（図７の第２要素搬送波（ＣＣ２））に対する資源を割り当てるか否かを決定す
る（Ｓ２０）。
【００８９】
　この場合、要素搬送波毎に互いに異なるシステム特性を有するようになるので、リレー
３０を通じて転送される第２要素搬送波（ＣＣ２）に対するＤＲＸと関連した制御情報ま
たはシステム情報は、基地局２０とリレー３０との間の経路（図７の２番のリンク）を通
じて基地局２０とリレー３０との間の協調通信またはコグニティブ通信方式によりＤＲＸ
関連情報、例えば第２要素搬送波（ＣＣ２）のＤＲＸ制御情報または第１要素搬送波のＤ
ＲＸ関連情報が基地局２０からリレー３０に転送される（Ｓ３０）。
【００９０】
　リレー３０は、このＤＲＸ関連情報に基づいて第２要素搬送波（ＣＣ２）を通じてサー
ビスされるデータのＱｏＳ、リレー３０と端末１０との間のリンク性能などをさらに考慮
してリレー３０と端末１０との間の最終ＤＲＸ関連情報を決定及び生成する（Ｓ４０）。
即ち、基地局２０とリレー３０との間のＳ２０、Ｓ３０、Ｓ４０過程を通じてリレー３０
は基地局２０から受信したＤＲＸ情報を加工したり、あるいはそのまま反映したりして端
末１０に提供することができる。
【００９１】
　より詳しくは、リレー３０は受信したＤＲＸ情報を考慮して２つ以上の要素搬送波のＤ
ＲＸ周期を一致するように調節して、即ち、端末１０をして上記要素搬送波に対してＤＲ
Ｘ周期を合せて、On Duration区間を一致させるように制御することができる。ここで、
上記基地局２０とリレー３０との間の上記Ｓ２０、Ｓ３０、Ｓ４０過程は、端末１０によ
り別途に認知（通知）される必要がない。
【００９２】
　以後、リレー３０は端末１０とリレー３０との間の経路（図７の２番経路）または３番
のブロードキャスティング（broadcasting）経路を通じて、決定及び生成した第２要素搬
送波（ＣＣ２）に対する関連情報、例えばＤＲＸ周期や活性化時間（active time）を端
末１０に転送する（Ｓ５０）。
【００９３】
　端末１０は、リレー３０から受信した第２要素搬送波（ＣＣ２）に対する関連情報を参
照してＤＲＸ動作を決定する（Ｓ６０）。即ち、ＤＲＸ周期の間に端末１０は受信装置ま
たは受信モデムを備え、第２要素搬送波に対する情報をリレー３０から転送されるデータ
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を受信することができ、その以外の区間には受信機を消えて電力節約モード（power savi
ng mode）で動作する。
【００９４】
　これによって、リレー３０を使用する無線通信システムで発生する可能性のある電力損
失の効果の発生を減少させ、無線通信システムの運営の安全性を図ると共に、できる限り
、端末１０の電力消費を減少させながら要求サービスを効率的に提供することができる。
【００９５】
　図９乃至図１１は、本発明によって待機モードの端末がＤＲＸ周期及びOn duration区
間を調節する図である。
【００９６】
　図９を参照すると、待機モードで図９の上段に図示したように、基地局２０は端末１０
に直接、第１要素搬送波（ＣＣ１）に対するＤＲＸ関連情報を送る。また、基地局２０は
第１要素搬送波（ＣＣ１）のＤＲＸ関連情報と第２要素搬送波（ＣＣ２）の制御情報をリ
レー３０に転送する。
【００９７】
　以後、図９の下段に図示したように、リレー３０は基地局２０から伝送された第１要素
搬送波（ＣＣ１）のＤＲＸ関連情報と第２要素搬送波（ＣＣ２）の制御情報に基づいて第
２要素搬送波（ＣＣ２）に対するＤＲＸ関連情報を決定し、その決定した第２要素搬送波
（ＣＣ２）に対するＤＲＸ関連情報を端末１０に転送する。
【００９８】
　このとき、第２要素搬送波（ＣＣ２）に対するＤＲＸ関連情報は、第１要素搬送波（Ｃ
Ｃ１）のＤＲＸ周期及びそのon durationと一致する第２要素搬送波（ＣＣ２）のＤＲＸ
周期及びそのon duration区間を含む。
【００９９】
　即ち、端末はリレーから受信した調節された第２要素搬送波のＤＲＸ関連情報を受信し
てＤＲＸ動作を実行する。結果的に、待機モードで、基地局２０からリレー３０にＤＲＸ
関連情報を転送し、ここに、リレー３０は要素搬送波間のＤＲＸ周期を合せて、端末によ
るOn duration区間を一致させることができるようになる。
【０１００】
　ここに、端末１０は第１要素搬送波（ＣＣ１）及び第２要素搬送波（ＣＣ２）でのＤＲ
Ｘ周期及びOn duration区間を一致させて、ＤＲＸ動作を実行することができる。これに
より、端末の電力消耗を低減する効果を得ることができる。
【０１０１】
　図１０を参照すると、待機モードで、図１０の上段に図示したように、基地局２０は端
末１０に直接第１要素搬送波（ＣＣ１）に対するＤＲＸ関連情報を送る。待機モードでは
、基地局２０からリレー３０に第１要素搬送波（ＣＣ１）のＤＲＸ関連情報と第２要素搬
送波（ＣＣ２）の制御情報が転送される。
【０１０２】
　以後、図１０の下段に図示したように、リレー３０は基地局２０から伝送された第１要
素搬送波（ＣＣ１）のＤＲＸ関連情報と第２要素搬送波（ＣＣ２）の制御情報に基づいて
第２要素搬送波（ＣＣ２）に対するＤＲＸ関連情報を決定し、その決定した第２要素搬送
波（ＣＣ２）に対するＤＲＸ関連情報を端末１０に転送する。
【０１０３】
　このとき、第２要素搬送波（ＣＣ２）に対するＤＲＸ関連情報は、リレー３０と移動通
信端末１０との間のリンク性能が劣化してＰＤＣＣＨ受信が容易でない場合に備えて周期
を一致させ、（１）On duration区間を増加させなさい（２）という情報を含む。即ち、
端末１０は第１要素搬送波（ＣＣ１）及び第２要素搬送波（ＣＣ２）でのＤＲＸ周期を一
致させ、第２要素搬送波（ＣＣ２）でのOn duration区間をより長く設定することができ
る。したがって、第２要素搬送波（ＣＣ２）のモニタリング時間が長くなるにつれて上記
リンク性能の劣化に伴うＰＤＣＣＨの未受信を防止することができる。
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【０１０４】
　図１１を参照すると、リレー３０は待機モードでリレー３０がリンク性能などを考慮し
て第２要素搬送波（ＣＣ２）のＤＲＸ周期を“short”（long→short）に変更した以後、
基地局２０はリレー３０に第１要素搬送波（ＣＣ１）のＤＲＸ関連情報と第２要素搬送波
（ＣＣ２）の制御情報を転送する。
【０１０５】
　リレー３０は、基地局２０のＤＲＸ関連情報を受け入れて、また第２要素搬送波のＤＲ
Ｘ周期を“long”（short→long）に変更する。
【０１０６】
　待機モードで、図９乃至図１１を参照して説明したように、リレー３０は基地局２０か
ら伝送された第１要素搬送波（ＣＣ１）のＤＲＸ関連情報と第２要素搬送波（ＣＣ２）の
制御情報を参照または利用し、かつ端末とリンク性能やチャネル状態などを考慮して第２
要素搬送波（ＣＣ２）に対するＤＲＸ関連情報を生成する。
【０１０７】
　その後、リレー３０は端末にその生成した第２要素搬送波（ＣＣ２）に対するＤＲＸ関
連情報を転送する。即ち、端末１０は第２要素搬送波（ＣＣ２）でのＤＲＸ周期が第１要
素搬送波（ＣＣ１）のＤＲＸ周期より短く設定された状態で第２要素搬送波（ＣＣ２）で
のＤＲＸ周期を第１要素搬送波（ＣＣ１）のＤＲＸ周期に一致させることができる。ＤＲ
Ｘの周期の変更（short→longまたはlong→short）は、ＤＲＸ命令語を通じてリレー３０
から端末１０に提供することができる。
【０１０８】
　図１２及び図１３は、本発明に従って接続モードにおいて端末がＤＲＸ周期及びOn dur
ation区間を調節する図である。
【０１０９】
　まず、図１２を参照すると、接続モード（RRC_connected mode）において、第１要素搬
送波（ＣＣ１）を通じて端末１０に転送されるデータがない状況で、緊急データがリレー
３０に伝達された場合、リレー３０は基地局２０からＤＲＸ周期変更制御信号を受信して
（１）第１要素搬送波（ＣＣ１）と異なる周期で第２要素搬送波（ＣＣ２）を制御する（
１）。
【０１１０】
　緊急データ処理中に多くのデータが基地局２０からリレー３０に伝えられてリレー３０
でOn durationを増加させる方式を主体的に決定して、これを端末１０に通報する（２）
。ここに、上記端末１０はリレー３０から第２要素搬送波のＤＲＸ関連情報、即ち、デー
タの増加によってOn duration区間が長くなった情報を確認して、同一なＤＲＸ周期を有
するが、On duration区間を長く設定して、データ受信のためのモニターリング時間を増
加させる。したがって、端末１０はデータの損失がないように最大限受信率を保証する。
　
【０１１１】
　図１３を参照すると、接続モードで第１要素搬送波（ＣＣ１）を通じて端末１０に転送
されるデータがない状況で、緊急データがリレー３０に伝達された場合、リレー３０は基
地局２０からＤＲＸ周期変更制御信号を受信して（１）第１要素搬送波（ＣＣ１）と異な
る周期で第２要素搬送波（ＣＣ２）を制御し、主体的な判断でon durationを増加させる
（１）。緊急データ処理中に基地局２０からリレー３０に伝えられたデータが多くない。
【０１１２】
　緊急データが到着したが、直ちに処理可能な場合、リレー３０で主体的にＤＲＸ周期を
また第１要素搬送波（ＣＣ１）のＤＲＸ周期とOn durationに変更させることと決定して
、これを端末１０に通報する（２）。したがって、端末１０は上記第１要素搬送波（ＣＣ
１）に従って長いＤＲＸ周期でＤＲＸ動作を遂行する。
【０１１３】
　即ち、図１２と図１３の端末１０は、緊急データの処理または多くのデータの処理を可
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能にするために、第２要素搬送波（ＣＣ２）のＤＲＸモードのうち、On duration区間を
より長く設定したり、ＤＲＸ周期を短く設定したりすることができる。勿論、データ処理
が終了した後、第１要素搬送波（ＣＣ１）のOn duration区間長さ、またはＤＲＸ周期に
一致するように設定することができる。ＤＲＸのOn duration区間長さの変更も前述した
ＤＲＸ命令語を通じてリレー３０から端末１０に提供することができる。
【０１１４】
　図１４は、本明細書の一実施形態による端末１０でＤＲＸを制御する過程を示す図であ
る。これは、図８乃至図１３で説明した端末の動作をより具体的に説明するものである。
【０１１５】
　図１４を参照すると、端末は基地局から第１要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報、または
システム情報を受信する（Ｓ１４１０）。ここで、上記受信は、端末が基地局から転送さ
れた第１要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報及びシステム情報を、リレーを通じて、そのま
ま伝達を受けることをさらに含むことができる。
【０１１６】
　上記Ｓ１４１０で、端末は受信した情報を用いて、第１要素搬送波でのＤＲＸ周期及び
動作時間を設定する（Ｓ１４２０）。
【０１１７】
　ここに、端末は、第１要素搬送波でＤＲＸモードを維持することができる。以後、端末
はリレーから上記第２要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報またはシステム情報を受信する（
Ｓ１４３０）。
【０１１８】
　リレーは、図８のＳ３０、Ｓ４０過程で判断した情報、または図９乃至図１３で、基地
局から受信した情報を利用することができる。端末は、基地局から受信された上記第１要
素搬送波でのＤＲＸ周期及び動作時間と、上記ステップＳ１４３０で受信した情報を用い
て、リレーから受信された第２要素搬送波でのＤＲＸ周期、活性化時間（active time）
及び動作時間を調節することができる（Ｓ１４４０）。
【０１１９】
　このとき、調節できるＤＲＸの周期、活性化時間（active time）、及び動作時間（On 
Duration）は、様々に設定できる。ここで、上記活性化時間（active time）は、ＰＤＣ
ＣＨを受信することができる時間を意味する。上記の設定は、先のＳ１４３０の以前にリ
レーが決定して、Ｓ１４３０で送信する情報を用いて適用することができる。
【０１２０】
　これによって、端末はリレーから受信された情報を用いて、ステップＳ１４５０、Ｓ１
４６０、及びＳ１４６５を通じて、第２要素搬送波のＤＲＸ周期と、活性化時間（active
 time）ＤＲＸ動作時間が、第１要素搬送波のＤＲＸ周期、活性化時間（active time）、
及びＤＲＸ動作時間の間に相互一致するか否かを確認することができる。
【０１２１】
　第１要素搬送波と第２要素搬送波に対してＤＲＸ周期及びＤＲＸ動作が一致する場合は
、図９の実施形態に該当する。ここに、端末は第１要素搬送波と第２要素搬送波に対する
ＤＲＸ周期及び動作時間を一致させて同一なＤＲＸモードを維持する（Ｓ１４７２）。
【０１２２】
　一方、ＤＲＸ周期は一致するが、動作時間が一致しない場合は、図１０の通りである。
ここに、端末はリレーから受信された第２要素搬送波（ＣＣ２）に対するＤＲＸ関連情報
に対して、即ち、リレー３０と移動通信端末１０との間のリンク性能が劣化してＰＤＣＣ
Ｈ受信が容易でない場合に備えて第１要素搬送波と第２要素搬送波のＤＲＸ周期を一致さ
せ、かつ第２要素搬送波の動作時間であるOn duration区間を増加させることができる。
一例に、図１２及び／または図１３に図示したように、緊急データのうち、処理するデー
タが多い場合には、リレーは該当要素搬送波のＤＲＸ動作時間を長く設定することができ
る。したがって、このような状況（条件、condition）で、端末は第１要素搬送波と第２
要素搬送波に対してＤＲＸ周期を一致させ、かつ動作時間は可変して第１要素搬送波と第
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２要素搬送波に対して各々ＤＲＸモードを維持することができる（Ｓ１４７４）。
【０１２３】
　一方、ＤＲＸ周期が一致しない場合、端末は、ステップＳ１４６５に進行する。
【０１２４】
　例えば、第２要素搬送波の性能の劣化があったり、あるいは緊急データがリレーに伝達
されたりした場合に、第２要素搬送波のＤＲＸ周期を短くすることができる。このような
場合にも第２要素搬送波のＤＲＸの周期の倍数を第１要素搬送波のＤＲＸ周期と一致する
ように設定することができる。したがって、端末は第１要素搬送波と第２要素搬送波に対
してＤＲＸ周期が一致しない場合、一例に、図１３のように、第１要素搬送波のための動
作時間と第２要素搬送波のための動作時間を一致させることができ、第１要素搬送波と第
２要素搬送波に対して各々ＤＲＸモードを維持することができる（Ｓ１４７６）。
【０１２５】
　一方、第１要素搬送波と第２要素搬送波のＤＲＸ周期と動作時間が所定の倍数になる等
の方式により、たとえ一致しない場合でも、端末は各要素搬送波のＤＲＸ周期及びＤＲＸ
動作時間を確認して、各々の要素搬送波に従うＤＲＸ動作を遂行する（Ｓ１４７８）。
【０１２６】
　前述したステップＳ１４７２、Ｓ１４７４、Ｓ１４７６、Ｓ１４７８の以前に、第２要
素搬送波でのＤＲＸモード制御が存在することができ、リレーの制御によって、端末はＳ
１４７２、Ｓ１４７４、Ｓ１４７６、Ｓ１４７８を通じて新しく定義されたＤＲＸパラメ
ータを用いてＤＲＸ動作を実行することができる。
【０１２７】
　前述した通り、図１４で、端末は第１要素搬送波及び第２要素搬送波に対して各々ＤＲ
Ｘモードを制御することができる。または、上記第２要素搬送波のＤＲＸ動作を、第１要
素搬送波のＤＲＸ周期、または動作時間、またはＤＲＸ周期と動作時間を同一に合せて動
作するように制御することができる。ここで、ＤＲＸモードと関連して活性化時間（acti
ve time）を同一に合せるように設定することをさらに含むこともできる。
【０１２８】
　このために、端末では別途の構成要素を有することができ、または無線通信のための構
成要素のうち、ＤＲＸモードの設定と制御機能を共に提供することができる。ここで、Ｄ
ＲＸ設定と制御機能を提供する構成要素を各々ＤＲＸ設定部及びＤＲＸ制御部という。
【０１２９】
　この場合、ＤＲＸ設定部は基地局から第１要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報またはシス
テム情報を受信し、上記基地局から受信した情報を用いて第１要素搬送波でのＤＲＸ周期
及び動作時間を設定し、リレーから上記第２要素搬送波のＤＲＸ関連制御情報またはシス
テム情報を受信して上記第１要素搬送波でのＤＲＸ周期及び動作時間と、上記ステップＳ
１４３０で受信した情報を用いて、第２要素搬送波でのＤＲＸ周期及び動作時間を調節し
、ＤＲＸ制御部は上記第１要素搬送波と上記第２要素搬送波のＤＲＸ周期及び動作時間が
一致するか否かを判断して、第１要素搬送波及び第２要素搬送波のＤＲＸを制御すること
ができる。
【０１３０】
　前述したように、ＤＲＸ設定部及びＤＲＸ制御部は、端末の内に無線通信のための他の
構成要素内に含めることができる。
【０１３１】
　以上、図面を参照して実施形態を説明したが、本発明はこれに制限されない。上記の実
施形態で、２つの要素搬送波を例示的に説明したが、本発明はこれに限定されない。
【０１３２】
　例えば、基地局が３個以上の要素搬送波のうち、一部の制御情報やシステム情報を端末
に転送し、リレーが３個以上の要素搬送波のうち、残りの制御情報やまたはシステム情報
を端末に転送することができる。仮に、基地局が、帯域幅が２０ＭＨｚの５個の要素搬送
波を使用することができる場合、３個の要素搬送波の制御情報やシステム情報は基地局で
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直接端末に転送し、２つの要素搬送波の制御情報／システム情報はリレーで生成して端末
に転送することができる。
【０１３３】
　このとき、基地局とリレーが使用する要素搬送波の個数は固定または可変的とすること
ができる。可変的な場合に、基地局と端末またはリレーと端末のリンク性能やチャネル状
態、加入者の数、ＱｏＳなどを考慮して、基地局とリレーが使用する要素搬送波の個数を
変更することができる。また、全ての外部環境は同一であるが、システム運営方式、端末
機特性、及びバージョンなど、内部環境の差によって生成される制御情報とシステム情報
は相異なるようにことができる。
【０１３４】
　本特許出願は、２００９年８月２１日付で韓国に出願した特許出願番号第１０－２００
９－００７７６６２号に対し、米国特許法１１９（ａ）条（３５Ｕ．Ｓ．Ｃ§１１９（ａ
））により優先権を主張し、その全ての内容は参考文献として本特許出願に併合される。
併せて、本特許出願は、米国以外の国家に対しても上記と同一な理由により優先権を主張
すれば、その全ての内容は参考文献として本特許出願に取り入れられる。

【図９】 【図１０】
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